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国
内
の
商
社
な
ど
が
海
外
の

水
道
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
に
相
次
ぎ

投
資
し
、

政
府
も
イ
ン
フ
ラ
輸

出
の
柱
と
し
て
水
道
事
業
の
支

援
に
乗
り
出
し
て
い
る
。

官
民

連
携
で
水
事
業
の
拡
大
に
挑
む

が
、

欧
州
の

「水
メ
ジ
ャ
ー
」

だ
け
で
な
く
、

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

な
ど
の
企
業
の
背
は
遠
い
。

日

本
勢
が
存
在
感
を
高
め
る
た
め

の
条
件
は
何
か
。

国
連
の
水
ア

ド
バ
イ
ザ
ー
を
務
め
る
グ

ロ
ー

バ
ル
ウ
ォ
ー
タ

・
ジ
ャ
パ
ン
の

吉
村
和
就
代
表
に
聞
い
た
。

―
―

丸
紅
や
住
友
商
事
、

日

立
製
作
所
な
ど
が
中
国
な
ど
新

興
国
の
水
道
ビ
ジ
ネ
ス
で
攻
勢

を
か
け
て
い
る
。

「
手
放
し
で
は
喜
べ
な
い
。

日
本
企
業
に
よ
る
海
外
水
ビ
ジ 錦

！鯛
■
一撤
担
一株
一船
一ギ
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ネ
ス
の
売
り
上
げ
は
年
間
千
数

百
億
円
程
度
と
世
界
市
場
の
１

％
未
満
。　

一
方
、

シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
の
水
関
連
企
業
は
５
０
０
０

億
円
を
海
外
で
稼
ぐ
。

ヴ

ェ
オ

リ
ア

や
ウ
ォ
ー
タ
ー
な
ど
フ
ラ

ン
ス
の
水
メ
ジ
ャ
ー
も
売
り
上

げ
は
１
兆
円
を
超
え
る
。

日
本

勢
で
目
立

つ
の
は
キ
ャ
ピ
タ
ル

ゲ
イ
ン
の
獲
得
を
目
指
し
た
商

社
の
投
資
で
、

ま
だ
日
本
の
優

れ
た
水
道
イ
ン
フ
ラ
を
輸
出
す

る
形
に
な

っ
て
い
な
い
」

―
―
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
と
日
本

鉄
道
や
電
力
な
ど

一
体
提
案
も
必
要

新
興
国
で
は
都
市
イ
ン
フ
ラ

整
備
が
急
ピ
ッ
チ
で
進
ん
で
い

る
。

水
道
は
イ

ン
フ
ラ
を
構
成

す
る
重
要
な
要
素
だ
が
、

主
に

求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
鉄
道
や

電
力
な
ど
と
そ
ろ

っ
た
形
の
都

市
機
能
だ
。

中
国

・
天
津
や
イ

ン
ド
の
デ
リ
ー
ー
ム
ン
バ
イ
間

な
ど
の
注
目
の
大
型
事
業
は
、

都
市
イ
ン
フ
ラ
全
体
と
し
て
の

経
済
性
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
が

重
視
さ
れ
る
。

水
道
単
独
で
売
り
込
む
の
で

は
現
地
の
需
要

に
応
え
き
れ
な

い
。

国
際
競
争
を
勝
ち
抜
く
に

は
、

交
通
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン

フ
ラ
な
ど
と
の

一
体
提
案
も
必

要
に
な
り
そ
う
だ
。（松

井
基

一
）

ま
ず
国
内
で
民
営
化
を

の
違
い
は
。

「
国
内
に
民
営
水
道
の
市
場

が
あ
る
か
ど
う
か
だ
。

シ
ン
ガ

ポ
ー

ル
は
海
水
淡
水
化
な
ど
先

端
水
処
理
プ
ラ
ン
ト
が
多
数
あ

る
が
、

そ
の
建
設
や
運
営
管
理

は
ハ
イ
フ
ラ

ッ
ク
ス
を
は
じ
め

と
す
る
地
元
民
間
企
業
が
担

っ

て
い
る
。

日
本
の
水
道
の
民
営

化
率
は
１
％
未
満
だ
。

自
国
内

で
実
績
が
な
い
企
業
に
対
し
、

海
外
の
政
府
や
自
治
体
が
ラ
イ

フ
ラ
イ
ン
で
あ
る
水
道
の
整
備

を
委
ね
る
わ
け
が
な
い
」

―
１
２
０
０
１
年
の
水
道
法

改
正
で
水
道
の
民
間
委
託
が
可

能
に
な

っ
た
の
に
も
か
か
わ
ら

ず
、

国
内
で
水
道
の
民
営
化
が

進
展
し
な
い
の
は
な
ぜ
か
。

「
民
間
の
参
入

へ
の
ハ
ー
ド

ル
が
ま
だ
ま
だ
高
い
。

他
の
公

共
工
事
で
は

一
般
的
な
（
Ｊ
Ｖ

（共
同
企
業
体
）
に
よ
る
受
注

が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。

原
則

は
１
社
受
注
の
形
に
な
ら
ざ
る

を
え
ず
、

リ
ス
ク
が
大
き
い
。

ま
た
日
本
の
水
道
事
業
体
は
７

割
が
給
水
人
口
が
１０
万
人
未
満

と
小
規
模
。

水
道
事
業
体
の
統

合
な
ど
で
広
域
化
を
進
め
な
け

れ
ば
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
採
算
性

が
低
く
な
る
。

国
が
水
道
民
営

化
を
後
押
し
す
べ
き
だ
」

―
―

国
内
で
は
細
分
化
さ
れ

た
企
業
の
技
術
を
結
集
し

「
和

製
水
メ
ジ
ャ
ー
」

を
つ
く
る
べ
き
と

の
主
張
も
あ
る
。

「
単
に
企
業
の

技
術
を
結
集
し
て

も
コ
ス
ト
が
高
く

な
る
だ
け
。

有
力

自
治
体
が
地
元
企

業
な
ど
を
組
織
化

し
て

『
横
浜

コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
』
や

『
大
阪
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
』
な
ど
の
官
民
連
携
を

つ
く
る
の
が
最
も
現
実
的
。

そ

の
う
え
で
海
外
企
業
と
の
連
携

の
可
能
性
な
ど
も
柔
軟
に
探
る

こ
と
が
望
ま
し
い
」

―
―

政
府
も
新
成
長
戦
略
で

水
道
を
イ
ン
フ
ラ
ビ
ジ
ネ
ス
の

柱
に
位
置
付
け
て
い
る
。

「
国
際
協
力
銀
行
な
ど
を
通

じ
た
金
融
支
援
の
枠
組
み
は
整

い
つ
つ
あ
る
。

た
だ
海
外
の
水

関
係
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
行
け

ば
、

ハ
イ
フ
ラ
ッ
ク
ス
の
首
脳

は
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
政
府
の
高
官

を
伴

っ
て
い
る
。

韓
国
も
大
統

領
が
ト

ッ
プ
セ
ー

ル
ス
で
水
道

を
売
り
込
ん
で
い
る
。

日
本
は

そ
こ
ま
で
い
っ
て
い
な
い
」

「
最
大
の
問
題
は
、

国
に
統

一
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
が
な
い
こ
と

だ
。

水
に
関
す
る
行
政
機
能
は

経
済
産
業
省
や
国
土
交
通
省
、

厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
な

ど
に
細
分
化
さ
れ
て
い
る
。

こ

れ
で
は
全
体
戦
略
が
描
け
な

い
。

省
庁
横
断
的
に
水
道
輸
出

を
後
押
し
で
き
る
体
制
づ
く
り

を
急
ぐ
必
要
が
あ
る
」
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(注)2005年。OECD(経済協力開発機構)資料をもと

に野村証券金属1経済研究所が作成


